
ていない状況がみられるとともにl個別労働関係紛争も増加している18o

若者については,学卒労働市場臥景気の回復や定年退職者の技能継承の必
要性等から,この2, 3年改善の動きがみられてVlる19o -方1フリ-タ-や

ニ-トが増加償向にある.がlその要因としては1新卒採用が特に厳しい時期に

r正社員J.として就嘩できなかった者が,.新卒採用を重視する企業が多vlため

に.r正社貞Jとなる機会に恵まれなvlこと20,企琴の即戦力志向の高まりの中

で,求められる人材か高度化.多様化し,また,サ-ビス産業が拡大する中-
1

r正社貞Jでの雇用機会が減少していること-また,本人の仕事に対する意識

に間題が.みられること1学校教育が産業界のニ-ズに対応できていないこと等
様々なものが考えられるo

女性の働き方について虹男性.女性bザれにおいてもr子どもができても
ずっと仕事を続け.る方がよいJと考える者が1 r子どもができたら仕事を辞め,

大き.くなったら再び仕事を持っ方がよいJと考える者を上回り21,様々な分野

で女性の清躍が徐々に広がりつつあるが,女性が括躍できてV-ない職域は残っ

ており1女性の管理職比率も低い等22,能力発揮の機会は十分でないo また,

出産を機に働く女性の約7割が退職23する等,出産.子育て等と仕事との両立

が困難であ,り,いったん退職するとl-再就職.再就業が困発となっている.

高齢者については,国際的に見ても高bl労働意欲を持つ-方で,年節を主た
る基準として雇用管理を行っている企業も多く1十分な雇用.就業の機会が提
供されているとはいえないo特に65歳以上の層では-仕事や会社が生きがい

の場.であると考える者の割合は低下し,地嘩括動等に生きがいを求める者の割
合が高くなっている一が,そうしたニ-ズを満たす場が十分に確保されてVlると

はt,1えない状況にあるo

また,企業が教育訓練投資を減少させる中で,個人はl能力開発を行うため

18

19

20

21

2i

20041年度における民事上の個別労働関係紛争相談件数は約.16万件と前年度より13- 7%増加.

高卒労働市場についても,依無として厳しい状況にあるものの,改善候向にある.なお,-労働政策研究.
研修機梼L r薪規学卒採用の現状と将来-現状と将来1 く2005年5別によると,卜企業は高卒者の能力低
下を危慎する-方で1高卒者を企業内で育成することで1大卒者に劣らない能力を閑発できる可飽性があ
ると静識してtlるoJとされているo

第二新卒く卒業後6か月以上経過した都の採用に閑する企業の年齢制限の状祝を見ると, 25歳を黄に

応募を受け付ける企業の割合が大きく低下しているく労働政策研究.研修機梼r第二新卒者の採用実態詞
査Jく2005年1,o

内閣府r男女共同参画に関する世論詞査Jく2004年l.

女性の管理職比率について国際比較をするとlアメリカ C2002年1 45.9%1ドイツく2003弔34,5%に

対し,日本C2003年1は9.9%となってtlる く厚生労働省. r労働におけるCSRのあり方に開する研究会
中間報告書J t2004年6月111.また,研究者に占める女性比率を見ると,イタIJア,フランスが約28%,

スイス約L-21%.ドイツ約16%に対し,日本は豹10.2%-となってVlる く科学技術政策研究所.三菱総合研
究所r主要な科学鼓術蘭係人材育成プログラムの達成効果及び間題点J C2005年3月1 p 191I.

厚生労働省r第1回21世紀出生児縦断詞査Jく2001年I.
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